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1.募集の趣旨

流山市（以下「本市」という。）では、保有する施設を財産と捉え、戦略的な施設経営を行うファシリティマネジメントを推進しています。

本事業は、ファシリティマネジメント施策の一環として、流山市生涯学習センターにESCO（EnergyServiceCompany）事業を導入することにより、民間の資金とノウハウを活用し、設備等の省エネルギー化改修を行い、室内環境の向上、環境負荷の低減、ならびに光熱水費の効果的な削減を図るものです。

本募集の目的は、民間事業者から、優れたノウハウを活かした企画・設計・施工、事業資金計画、運転管理指針及び維持管理等に関する一括提案（以下「ESCO提案」という。）を受けるために公募を行い、本市にとって最も優れていると考えられる優先交渉権者を選定することにあります。

本事業は、一般のESCO事業に比べて施設規模、エネルギー使用量が小規模であり、室内環境の改善によるサービス向上を事業趣旨とし、かつ改修必須項目として空調設備の全面更新、照明のLED化を含むことから、「①本市がESCO設備改修・更新に必要な費用の一部をESCOサービス料に上乗せ（以下「小規模補填」という。）する、②フィージビリティスタディの前段階で優先交渉権者の選定をプロポーザル方式で実施（以下「プロポーザル提案」という。）したうえで、優先交渉権者と本市及び指定管理者との協議により、ESCO事業フレームを構築する」ものとします。

最も優れている提案を行った応募者（以下「優先交渉権者」という。）は、プロポーザル提案の内容を基にESCO事業フレームを構築（以下「デザインビルド」という。）し、本市及び指定管理者との間で契約・協定の締結に向けた詳細協議を行い、合意に至った場合に契約事業者（以下「事業者」という。）として本市と契約（以下「ESCO契約」という。）、指定管理者と協定を締結し、本事業を実施します。
ただし、本事業は解除条件付きの募集であり、予算案件等が議会で承認されないこと等により、本事業が実施できなくなった場合には、本件は提案を募集したことに留まり事業化はされないこととなります。

2.事業概要

2.1事業の名称
流山市生涯学習センターデザインビルド型小規模ESCO事業

2.2ESCO契約方式

シェアード・セイビングス契約（民間資金活用型）

2.3事業内容

(1)優先交渉権者は、本事業に関する事業フレームをデザインビルドし、本市とESCO契約に向けて必要な手続き等を行います。
(2)優先交渉権者は、本市とのESCO契約により事業者となり、省エネルギーを実現させる包括的エネルギーサービス（以下「ESCOサービス」という。）を本市に提供し、本市はESCOサービスに対する報酬（以下「ESCOサービス料」という。）を事業者に支払います。

2.4事業場所

　名称：流山市生涯学習センター

　住所：〒270-0153　流山市中110番地

　用途：集会所・ホール・体育館等の生涯学習の用途に供する施設
　規模：RC造及びS造　延べ面積5,861.55㎡、計7棟（機械室棟を含む）
　備考：指定管理者制度導入済み

2.5事業スケジュール（予定）

	契約期間
	事業者の提案による（ただし、5～15年の範囲とする）

	優先交渉権者の決定
	平成24年10月

	ESCOデザインビルド
	平成24年10月～平成25年5月

	補助金の申請　
	平成25年4月～5月

	契約の締結
	平成25年8月

	設計・工事期間
	契約締結日～平成26年3月31日

	ESCOサービス開始期日
	平成26年4月1日


　契約期間は、本事業の趣旨に「長期にわたる安定したESCOサービス、財政負担の平準化、機器保有リスクの移転」が含まれることを考慮して設定してください。
3.応募条件

3.1応募者

(1)応募者は、ESCO事業を行う能力を有する単独企業あるいはグループ（複数の企業の共同）とします。

(2)グループで応募する場合は、事業役割を担う代表者を1社選定してください。

(3)参加表明時、応募者の構成員全てを明らかにし、各々の役割分担を明確にしてください。

(4)応募者は、応募を含むそれ以降の提案に係る諸手続及び契約等にかかる諸手続を行うこととします。
(5)ESCO提案提出後において、事業運営を目的とした特定子会社等を設立することも可能とします。ただし、設立条件等に関しては、本市と協議したうえで合意を得る必要があります。

3.2応募者の役割

(1)応募者は、次の役割を全て担い、グループの場合は各構成員が以下の役割を分担するものとします。

a.事業役割：本市との対応窓口となり、契約等諸手続を行い、事業遂行の責を負うものとします。

b.設計役割：設計に関する業務及び監理に関する業務を全て実施するものとします。

c.建設役割：建設に関する業務を全て実施するものとします。

d.その他役割：上記ａ～ｃ以外の運転、維持管理、金融、燃料供給などに関する業務を各々実施するものとします。

3.3応募者の資格

応募者の資格要件は次のとおりとします。なお、グループの場合は、グループとしてこれらの要件を満たす必要があります。

(1)応募者は、「8.ESCO提案時提出書類」に示す提出書類により、本ESCO提案募集要綱の内容を充分に遂行できると認められる者であること。

(2)応募者は、各種対策により対象施設のエネルギー削減量を提案できる者であり、削減量が達成できない場合には保証措置を講じることができる者であること。

(3)応募者は、省エネルギー改修後のエネルギー削減量及び削減金額を計測・検証することができる者であること。

(4)応募者は、本市及び指定管理者との協議・調整に十分な能力を有し、ESCO契約及び本事業の実施、諸条件の変更等について柔軟な対応ができる者であること。

(5)事業役割を担う応募者は、省エネルギー保証を行う省エネルギー改修工事またはESCO事業の実績があり、経営等の状況が良好であること。事業役割を担う応募者が複数である場合は、少なくとも代表者が本要件を満たすこと。
(6)設計役割を担う応募者は、一級建築士、建築設備士、技術士（建設、電気・電子、機械、または衛生工学）もしくはエネルギー管理士のいずれかの資格者、またはこれらに類する資格者が所属する者であること。

ただし、建築士法（昭和25年法律第202号）第3条第2項に規定する建築物の大規模な修繕もしくは模様替に該当する場合、それに準ずることとします。

(7)建設役割を担う応募者は、建設業法（昭和24年法律第100号）第3条第1項の規定により、提案内容に該当する種類の建設工事に係る特定建設業の許可、またはこれに類する許可を受けた者であること。なお、建設役割を担う事業者は、建設業法第26条に基づき、監理技術者等を選任すること。

(8)既設設備の設計・施工及び省エネルギー可能性調査を実施した事業者であっても、本事業における各役割を担う応募者として参加することを妨げません。

3.4応募者の制限

本募集要綱公表の日から提案書提出日までの間において、次の要件のいずれかに該当する者は、応募者及び応募者の構成員となることができません。

(1) 流山市指名競争入札参加資格業者指名停止基準（平成3年4月1日制定）に基づく指名停止、または流山市建設工事等暴力団対策措置要綱（平成19年6月1日制定）に基づく指名除外を受けている者。

(2)地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当する者。

(3)手形交換所による取引停止処分を受けてから2年間を経過していない者、または本事業の提案書提出日の前6か月以内に不渡り手形若しくは不渡り小切手を出した者。

(4)建設業法（昭和24年法律第100号）第28条第3項若しくは第5項の規定による営業停止の処分を受けている者。

(5)暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律77号）第3条または第4条の規定に基づき都道府県公安委員会が指定した暴力団等の構成員を、役員、代理人、支配人その他の使用人または入札代理人として使用している者。

(6)商法（明治32年法律第48号）の規定による会社の整理の開始を命ぜられている者。

(7)民事再生法（平成11年法律第225号）の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの再生手続開始決定がされている者。

(8)会社更生法（平成14年法律第154号）の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの更生手続開始決定がされている者。

(9)警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者またはこれに準ずる者として、国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者。

(10)応募資格申請書に虚偽の記載をし、または重要な事実について記載をしなかった者。

(11)法人税並びに消費税及び地方消費税を滞納している者。

3.5応募に関する留意事項

(1)費用負担

応募に関する全ての書類の作成及び提出に係る費用は、応募者の負担とします。
(2)提出書類の取り扱い・著作権

提出書類の著作権は、それぞれの応募者に帰属しますが、提出書類は返却しません。本市はESCO提案募集以外の目的で提出書類を使用したり、情報を漏らしたりすることはありません。デザインビルドの過程において、事業場所を管理・運営する指定管理者は、守秘義務を遵守したうえで優先交渉権者の応募書類を、本事業の実施または施設サービス向上のために閲覧する可能性があります。

なお、応募者が事業者となった場合、その著作権は本市に帰属するものとします。
(3)特許権

ESCO提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国及び日本国以外の国の法令に基づき保護される第三者の権利の対象となっている意匠、デザイン、設計、施工方法、工事材料、維持管理方法などを使用した結果生じる責任は、事業者が負うものとします。

(4)本市からの提示資料の取り扱い

本市が提供する資料は、応募に係る検討以外の目的で使用してはなりません。また、応募者は、応募にあたって知り得た情報を第三者に漏らしてはなりません。

(5)1応募者の複数提案の禁止

1応募者は、1つの提案しか行うことができません。

(6)複数の応募者の構成員となることの禁止

1応募者の構成員は、他の応募者の構成員となることはできません。

(7)市内業者の活用

　応募者の構成員には、可能な範囲で市内業者を採用するよう努めてください。

(8)本事業の趣旨の理解

　対象施設は、宿泊施設を生涯学習に供する施設へ用途変更したことから、空調負荷と既存設備との関係を一部見直す必要があります。現行用途、各居室の利用方法等を十分に理解したうえで、室内環境の改善によるサービス向上を図る空調設備等の改修提案をしてください。なお、当該見直しによる空調負荷や改修コストの増加は、7.提示条件に定める範囲内であれば減点対象とはしません。
(9)指定管理者との調整

　事業場所は、市が別に協定を締結する指定管理者が管理・運営を行っています。現在の指定管理者との協定では、指定管理委託料に光熱水費や空調等の設備の保守管理費相当額が含まれています。本事業においては、指定管理委託料から「企画提案書で提案する光熱水費の削減保証額（以下「指定管理料削減額」という。）」を減じて、これを市がESCO事業者に支払うESCOサービス料の原資の一部とします。優先交渉権者はデザインビルドの過程において、市及び指定管理者と十分な調整を図るとともに、提案した指定管理料削減額が大幅に変動することがないよう努めてください。
(10)緊急節電の取扱い

　本市では、平成23年3月11日に発生した東日本大震災の影響により、事業場所を含む各施設で照明の間引き等の節電対策を講じています。引き続き各施設の省エネには努めますが、電力需要の回復と合わせて施設利用者の利便性や事務の効率性の向上に寄与するものについては、復旧していく可能性があります。
(11)改修工事の取扱い
　事業場所では、ESCO契約期間内に屋上防水や外壁などの改修工事を行う可能性があります。改修工事がおこなわれる場合は、ESCO事業者は市及び指定管理者と協力するものとします。
(12)構成員の変更の禁止

応募者の構成員の変更は認めません。ただし、やむを得ない事情が生じた場合は、本市と協議を行い、本市がこれを認めたときはこの限りではありません。

(13)提出書類の変更禁止

いったん提出した書類の変更はできません。ただし、提出書類に脱漏または不明確な表示等があり、かつ、本市が変更を認めたときはこの限りではありません。

(14)虚偽の記載の禁止

企画提案書に虚偽の記載をした場合は、企画提案書を無効とします。

4.ESCO事業者選定の流れ

4.1応募者

応募者は、「3.応募条件」で定める資格要件を満たす者とします。

4.2応募資格要件の確認
ESCO提案をした者の応募資格要件を確認し、条件を満たす応募者の提案を有効提案として、4.3に示す最優秀及び優秀提案の選定を行います。

4.3最優秀及び優秀提案の選定

流山市生涯学習センターデザインビルド型小規模ESCO事業提案審査委員会（以下「審査委員会」という。）において、提案の中から最優秀提案を1件及び優秀提案を数件選定します。
4.4詳細協議

最優秀提案をした者は優先交渉権者となり、詳細診断、包括的エネルギー管理計画書（最終提案）の作成及び契約書を締結するまでの諸条件について、本市及び指定管理者と詳細協議を進めるものとします。なお、この際の協議は、優先交渉権者が行った提案の範囲内で行うものとし、費用は優先交渉権者の負担とします。また、優秀提案をした者を次選交渉権者とします。

4.5事業者の選定

本市は指定管理者とともに、優先交渉権者と契約に向けた詳細診断・事業スキームの構築に関する協議を行い、予算措置を含めて協議が整った場合にESCO契約を締結します。同時に、ESCO事業者は別途、指定管理者とESCO事業の実施に関する協定を締結します。なお、優先交渉権者との協議が整わない場合は、次選交渉権者と同様の詳細協議を行います。

4.6事務局

本ESCO提案募集に係る事務局は、次のとおりとします。

窓口：流山市総務部財産活用課

住所：〒270-0192　流山市平和台1丁目1番地の1
電話：04-7150-6069
電子メール：kanzai@city.nagareyama.chiba.jp
ホームページ：http://www.city.nagareyama.chiba.jp/section/kanzai/fm/fm-index.htm
5.ESCO提案募集スケジュール

5.1日程

ESCO提案の募集及び選定は、次の日程（予定）で行います。

	募集要綱の公表（流山市HPに掲載）
	平成24年8月1日

	現場開放日
	平成24年8月27日

	募集要綱・現場開放に関する質問の受付
	平成24年8月1日～8月31日

	質疑回答（流山市HPに掲載）
	平成24年9月7日

	企画提案書の受付
	平成24年9月18日～9月21日

	プレゼンテーション
	平成24年10月初旬

	最優秀及び優秀提案の選出、結果通知
	平成24年10月


	ESCO契約の締結
	平成25年8月（予定）

	ESCO工事
	平成25年9月～平成26年3月

	ESCOサービス開始
	平成26年4月1日～


※HPはホームページの略
5.2ESCO提案募集の手続き

(1)募集要綱の公表

募集要綱は、平成24年8月1日から、本市のホームページにて公表します。

http://www.city.nagareyama.chiba.jp/section/kanzai/fm/fm-index.htm
(2)募集要綱・現場開放に対する質問

本要綱に関する質問は、次により行ってください。なお、質問は各社1回限りとします。
1)質問の方法

質問は、会社名・担当者名・連絡先を明らかにしたうえで、任意様式により事務局に持参、郵送、または電子メールにより提出してください。郵送、電子メールの場合は、必ず事務局へ到着を確認してください。なお、電話、口頭による質問は受け付けません。

2)受付期間

平成24年8月1日～8月31日（午後5時必着）

持参の場合の受付時間は、午前8時30分から午後5時まで

3)回答

回答は、平成24年9月7日までに、本市のホームページで公表するものとし、口頭による個別対応は行いません。なお、回答は本募集要綱と一体のものとして同等の効力を持つものとします。

(3)現場開放
現場開放日を次のとおり設定します。現場開放日への参加を企画提案書提出の条件とします。詳細については、本市ホームページで公表します。

1)日時・場所
平成24年8月27日（月）9:30～16:00　流山市生涯学習センター（流山市中110番地）
2)内容

現地視察・資料閲覧
3)閲覧可能資料

・施設概要

・過去3年間の月別光熱水費（電気、ガス、水道）及び使用量

・機器リスト（電気、衛生、空調）

・系統図（電気、衛生、空調）

・単線結線図

・建物外観図（平面図、立面図）

・各階平面図（ダクト図、照明機器配置図）

・その他

・運転管理上の図書類の閲覧は可能ですが、貸出及び複写の依頼等は一切受け付けません。

(4)企画提案書の提出

応募者は、前記の現場開放日に参加後、｢8.企画提案書・作成要領｣に従い、企画提案書を作成し、4.6に記す事務局へ持参で提出してください。
1)受付期間

平成24年9月18日～9月21日（受付時間は、午前8時30分から午後5時）

6.審査及び審査結果の通知

6.1審査

審査委員会は、総合的に企画提案書の審査を行います。

(1)提案の中から最も適格とされる最優秀提案を1件、及び順位を付してその他数件の優秀提案を選定します。

(2)最優秀提案者をESCO事業契約に向けての優先交渉権者とします。また、優秀提案者を次選交渉権者とします。

6.2審査結果の通知及び公表

(1)審査結果は、文書で通知するものとします。

(2)審査結果に対する異議を申し立てることはできません。

(3)審査結果は、本市のホームページで公表します。
(4)審査結果・審査内容に関する問い合わせには、一切お答えできません。

6.3失格

次のいずれかに該当する場合は、失格とします。

(1)期限までに書類が提出されない場合

(2)提出書類に虚偽の記載があった場合

(3)審査の公平性に影響を与える行為があった場合

(4)本募集要綱に違反すると認められる場合

7.提示条件

応募者は、以下に提示する条件に基づき、企画提案書を作成するものとします。

7.1最低省エネルギー率

施設全体の省エネルギー率は、10％以上であること。

7.2提案に関する事項

(1)地下水の利用提案をしないこと。

(2)設備更新に関する条件

・空調設備の全面更新
・ホールステージ部分の断熱性能向上
・天井・壁照明の全面LED化
・各居室の室内環境の改善

更新の手法は、応募者の提案によるものとします。ファンコイルユニット等の軽微な設備で運営上支障のないものは、撤去を必須条件とはしませんが、その旨を明記してください。
【参考】既設の設備・施工条件等
	空調設備
	【二重効用吸収式冷温水機】R-1（1台）
　・地上設置型　冷凍容量120RT（60RT×2台）
【冷却塔】CT-1（1台）
　・吸収式冷温水機用：120RT用　低騒音型

【膨張水機】EXT-1（1台）
　・容量：300l

【特記】

上記のほかAHU、パッケージエアコン、GHP等が設置されている。主な機器は下記のとおり。
・RYJ80F（1台）

　・RYJ71F（3台）

　・RSXYJ140K（1台）

　・SPW-CHVP112EM（1台）

　・RZYP80AAT（2台）
　・ROB-AP224（1台）

　・CU-367TB2（1台）

　・RAS-5065ADY（2台）

ホールは平成25年9月1日から10月15日までの間に改修工事を行うものとし、平成25年10月16日以降、ホールとして利用可能な状況とすること。
ギャラリー系統のAHUは更新を必須としない（継続利用可）

	照明設備
	天井照明・壁照明をすべてLEDへ更新すること

（居室の机上照度450lx以上を確保すること）

体育館の天井照明をすべてLEDまたは高効率型へ更新すること。LEDへ更新する場合には、運動への影響を配慮したものとすること。
事業場所内の誘導灯をすべてLEDへ更新すること
ホールは平成25年9月1日から10月15日までの間に改修工事を行うものとし、平成25年10月16日以降、ホールとして利用可能な状況とすること


7.3事業の遂行

(1)平成26年3月末日までに試運転調整を含む省エネルギー改修工事等を完成させ、平成26年4月1日からESCOサービスを提供できる提案とすること。

(2)別紙「想定ESCO事業スキーム（案）」に示す業務を確実に行うこと。

7.4ベースライン及び削減保証額等の設定

(1)ベースラインの設定

応募者は、別添1「ベースライン基本データ」の過去3年間のエネルギー使用量及び光熱水費の単純平均値（以下「エネルギーベースライン」という。）に本市から提示する維持管理費相当額（以下「保守管理相当費」という。）及び前記7.2(2)で示す設備の更新見込み額（以下「小規模補填費」という。）を加えた金額を改修計画の基礎となる応募時ベースラインとしてください。
 (2)光熱水費削減額、削減予定額並びに削減保証額の設定

1)応募者は、技術提案の内容に従い計算方法を明示したうえで、省エネルギー改修後の光熱水費削減額を算出するものとし、これを「光熱水費削減予定額」とします。なお、計算に用いる光熱水費単価は、別添1「ベースライン基本データ」の光熱水費単価とします。ただし、エネルギー供給源の変更やエネルギー使用量が大幅に変化する提案等の場合は、応募者の提案による光熱水費単価とします。光熱水費単価は、すべて税込みとし、算定根拠を明示してください。
　　また、事業場所は平成23年度から公共下水道に接続したことから、下水道の使用量・単価については平成23年度の単年度をベースラインの根拠とします。
2)応募者は、光熱水費削減予定額の範囲内で、最低限保証する「光熱水費削減保証額」を示してください。また、光熱水費削減保証額は「光熱水費削減予定額」の70％以上としてください。
7.5ESCOサービス料の支払い等

(1)ESCOサービス料支払期間

優先交渉権者の提案するESCO契約期間とします。（ただし、5～15年の範囲内とします）

8.ESCO提案時提出書類

8.1ESCO提案時の提出書類

次の提出書類をA4縦長ファイルに綴じたものを、企画提案書として10部提出してください。（ファイルの表紙、背表紙には事業名、応募者名を記載してください。）

(1)提案者の会社概要（様式1-1）

(2)ESCO実績一覧（様式1-2）

(3)業務の実施体制（様式1-3）

(4)各役割の責任者業務実績表（様式1-4）

(5)業務のフロー及びスケジュール（様式1-5）

(6)改修提案項目一覧表（様式2-1）

(7)改修提案項目一覧（見取り図）
（様式2-2）

(8)事業収支計画（様式3）

(9) 室内環境を改善させるための提案（様式4）
(10) 本業務に関する提案（様式5）

(11)関係書類

　ア　印鑑証明書（受付日前3ケ月以内に発行されたもの）

イ　商業登記簿謄本（受付日前3ケ月以内に発行されたもの）

ウ　納税証明書

エ　財務諸表（最新決算年度のもの、写し可）

別添1「ベースライン基本データ」

1．エネルギー使用量

	年度
	月
	電気
	上水道
	下水道
	都市ガス

	H21
	4
	31,458
	
	
	1,081

	
	5
	25,812
	625
	
	764

	
	6
	37,512
	
	
	2,271

	
	7
	44,448
	764
	
	4,575

	
	8
	52,920
	
	
	5,646

	
	9
	46,704
	890
	
	3,737

	
	10
	38,322
	
	
	870

	
	11
	32,184
	862
	
	2,071

	
	12
	48,060
	
	
	6,132

	
	1
	41,262
	788
	
	5,572

	
	2
	46,776
	
	
	6,676

	
	3
	42,888
	686
	
	5,067

	H21集計
	488,346
	4,615
	
	44,462

	H22
	4
	41,184
	0
	
	3,058

	
	5
	33,534
	734
	
	1,033

	
	6
	44,868
	0
	
	3,819

	
	7
	52,638
	927
	
	6,755

	
	8
	58,938
	0
	
	8,305

	
	9
	57,372
	1,203
	
	6,528

	
	10
	43,368
	0
	
	1,311

	
	11
	35,988
	940
	
	2,502

	
	12
	43,594
	0
	
	5,943

	
	1
	43,962
	675
	
	7,873

	
	2
	49,698
	0
	
	8,275

	
	3
	43,248
	761
	
	5,321

	H22集計
	548,392
	5,240
	
	60,723

	H23
	4
	26,838
	0
	0
	949

	
	5
	26,778
	538
	538
	388

	
	6
	33,612
	0
	0
	1,654

	
	7
	45,642
	834
	834
	5,604

	
	8
	54,714
	0
	0
	6,351

	
	9
	52,650
	1,121
	1,121
	4,274

	
	10
	33,432
	0
	0
	729

	
	11
	29,136
	864
	864
	1,884

	
	12
	59,712※1
	0
	0
	5,457

	
	1
	42,974
	623
	623
	7,992

	
	2
	42,484
	0
	0
	8,516

	
	3
	41,029
	668
	668
	6,648

	H23集計
	489,001
	4,648
	4,648
	50,446

	単純平均値
	508,580
	4,834
	4,648※2
	51,877


※1.PPSへの切り替えに伴う検針日の変更（中旬→月末）により、約15日分の使用量を12月に追加計上している。
※2.H23度から公共下水道に接続したことに伴い、下水道料金が発生している。ベースラインはH23度1年分とする。

2．光熱水費（単位：円、税込）

	年度
	月
	電気
	上水道
	下水道
	都市ガス

	H21
	4
	650,229
	
	
	120,843

	
	5
	523,102
	245,962
	
	94,933

	
	6
	632,550
	
	
	209,538

	
	7
	632,550
	304,342
	
	294,029

	
	8
	827,416
	
	
	336,991

	
	9
	749,474
	357,262
	
	229,239

	
	10
	639,799
	
	
	83,635

	
	11
	563,029
	345,502
	
	149,768

	
	12
	731,079
	
	
	655,313

	
	1
	666,922
	314,422
	
	601,490

	
	2
	729,677
	
	
	727,742

	
	3
	696,338
	271,582
	
	562,760

	H21集計
	8,042,165
	1,839,072
	
	4,066,281

	H22
	4
	682,772
	0
	
	216,613

	
	5
	605,047
	291,742
	
	100,626

	
	6
	735,452
	0
	
	262,968

	
	7
	857,224
	372,802
	
	430,342

	
	8
	1,004,900
	0
	
	536,033

	
	9
	990,614
	488,722
	
	426,700

	
	10
	788,536
	0
	
	120,702

	
	11
	672,357
	378,262
	
	193,076

	
	12
	740,572
	0
	
	678,485

	
	1
	749,438
	266,962
	
	888,487

	
	2
	807,641
	0
	
	292,250

	
	3
	740,834
	303,082
	
	601,313

	H22集計
	9,375,387
	2,101,572
	
	4,747,595

	H23
	4
	568,913
	0
	0
	96,468

	
	5
	553,383
	209,422
	63,063
	59,454

	
	6
	661,781
	0
	0
	143,914

	
	7
	842,959
	333,742
	213,664
	380,913

	
	8
	966,824
	0
	0
	433,117

	
	9
	956,076
	454,282
	299,549
	315,692

	
	10
	683,286
	0
	0
	89,451

	
	11
	613,483
	346,342
	222,642
	175,739

	
	12
	1,130,627※1
	0
	0
	680,844

	
	1
	766,104
	245,122
	150,522
	989,767

	
	2
	758,933
	0
	0
	1,074,900

	
	3
	744,295
	264,022
	163,989
	827,560

	H23集計
	9,246,664
	1,852,932
	1,113,429
	5,267,819

	単純平均値
	8,888,072
	1,931,192
	1,113,429※2
	4,693,898


※1.PPSへの切り替えに伴う検針日の変更（中旬→月末）により、約15日分の使用量を12月に追加計上している。

※2.H23度から公共下水道に接続したことに伴い、下水道料金が発生している。ベースラインはH23度1年分とする。

3．維持管理費相当額（単位：千円/年、税込）
ベースラインに算定できるものは、本事業により当該設備を更新・管理するものまたはその設備に関する保守管理を一括してESCO事業者が実施するもののうち、デザインビルドの過程で市及び指定管理者と協議が整ったものとします。
4．設備更新見込み額：小規模補填費（税込）
総額は、120,000千円(税込）を上限とします。

設備更新見込み相当額12,000（千円/年）：10年の場合
【別紙】想定ESCO事業スキーム（案）
下記に示す想定ESCO事業スキーム（案）は、優先交渉権者と本市がESCO契約を締結するに当たっての諸条件を案として整理したものです。企画提案書作成の参考として活用してください。

1.事業概要

1.1事業の名称

流山市生涯学習センターデザインビルド型小規模ESCO事業

1.2契約方式

シェアード・セイビングス契約（民間資金活用型）

1.3事業内容

優先交渉権者は、本市と指定管理者とともに本事業に関する事業フレームをデザインビルドし、本市と事業者で締結するESCO契約（5～15年）に基づき、事業者は省エネルギーを実現させる包括的エネルギーサービス（以下「ESCOサービス」という。）を本市に提供し、本市はESCOサービスに対する報酬（以下「ESCOサービス料」という。）を事業者に支払います。

(1)提供するサービス

事業者は、自らの資金で省エネルギー改修設備等（以下「ESCO設備」という。）を設置し、本市と結ぶESCO契約及び指定管理者と締結する協定に基づき、契約期間内において、設備の運転管理、維持管理、エネルギー等の削減量の保証、及び、省エネルギー量効果を把握するための計測・検証等を含むESCOサービスを提供するものとします。

(2)運転管理

事業者は、契約期間内に、自らの責任でESCO設備の運転管理及び維持管理を行うものとします。また、ESCO設備及び本市の既存設備等に関する運転管理指針を示し、事業者及び指定管理者は、善良なる管理者の注意義務をもって、各々の運転管理を行うものとします。
(3)計測・検証

事業者は、適切な計測・検証手法を導入し、省エネルギー効果及び本市・指定管理者の利益を保証するものとします。

(4)契約終了後のESCO設備の取り扱い

ESCO契約期間終了後、本市及び事業者は、ESCO設備等の所有権について協議を行うものとします。
1.4事業場所

　名称：流山市生涯学習センター

　住所：〒270-0153　流山市中110番地

　用途：集会所・ホール・体育館等の生涯学習の用途に供する施設

　規模：RC造及びS造　延べ面積5,861.55㎡、計7棟（機械室等を含む）

　備考：指定管理者制度導入済み
1.5業務の範囲

事業者が行う業務の範囲は、次のとおりとします。

(1)本事業に関するデザインビルド、ESCO契約関係書類及び指定管理者との協定作成

(2)省エネルギー改修に関する設計、施工、施工監理及びその関連業務

(3)工事に関連する全ての手続き業務及びその関連業務

(4)ESCO契約期間内におけるESCO設備の運転及び維持管理業務

(5)ESCO契約期間内におけるESCO設備及び既存設備の運転管理指針に基づく助言業務

(6)ESCO契約期間内における省エネルギー量の計測・検証業務

(7)ESCO契約期間内におけるエネルギー削減の保証業務

(8)ESCO契約期間終了後に本市から要求があった場合における、ESCO設備の所有権移転業務
(9)その他、指定管理者との調整
2.事業者の条件
2.1事業者の条件
(1)事業者は、ESCO事業を行う能力を有する単独企業あるいはグループ（複数の企業の共同）とします。

(2)ESCO契約までの間に、事業運営を目的とした特定子会社等を設立することも可能とします。ただし、設立条件等に関しては、本市と協議したうえで合意を得る必要があります。
(3)事業役割を担う企業とそれ以外の役割を担う企業が異なる場合には、本市との契約時に適正な委託契約及び請負契約を締結し、その契約内容について事前に本市の承諾を得なければなりません。

(4)事業役割を担う応募者が複数の企業で構成される場合は、企業間の事業役割に関する合意書を本市に提出してください。なお、その合意書には、事業役割の構成企業全社が、本市に対し連帯責任を負う旨を示す条項を含むものとします。また、事業役割の構成企業の代表者は、本市との対応窓口となり、契約等諸手続きを行い、事業遂行の責を負うものとします。
(5)ESCO契約とあわせて、指定管理者と本事業の実施に関する協定を締結し、円滑に事業を実施するものとします。また、ESCO契約期間内に指定管理者の変更がなされた場合は、新しい指定管理者との間に同様の協定を締結します。
3.提示条件

3.1事業の遂行

(1)平成26年3月末日までに試運転調整を含む省エネルギー改修工事等を完成させ、平成26年4月1日からESCOサービスを提供すること。

(2)「1.事業概要1.5業務の範囲」に示す業務を確実に行うこと。

3.2事業資金計画等

(1)事業者は、提案する省エネルギー改修に要する費用の全額を負担し、本市は、地方自治法第214条に基づき債務負担行為を設定し、本事業に必要なESCOサービス料をESCO契約期間にわたり毎年支払うものとします。

(2)優先交渉権者は、省エネルギー改修に係る補助金の申請に関連する諸手続きを、本市と協議のうえ行うものとします。ただし、補助金が獲得できない場合も事業は実施します。

3.3ベースライン及び削減保証額等の設定

(1)ベースラインの設定

1)優先交渉権者は、詳細診断をもとにした包括的エネルギー管理計画書の作成時に、独自の推計方法によりエネルギーベースラインの設定ができるものとします。その際は、外気温、稼働率、施設の使用方法、エネルギー単価の変化等（以下「エネルギーベースライン変動要因」という。）によりエネルギーベースラインが変動することから、エネルギーベースライン設定時点での設定条件、計算方法を明示し、本市と合意する必要があります。

3.4ESCOサービス料の支払い等

(1)支払方法
1)ESCO契約期間の各年度にわたる均等払いとし、支払い回数と時期については、本市と優先交渉権者との協議によるものとします。

2)事業者は、以下に示す条件に基づき適正にESCOサービス料を算定して、指定された期日までに本市に請求書を送付するものとします。

3)本市は、当該各年度において、事業者が保証するエネルギー等の削減効果があることを確認したうえで、所定期日までにESCOサービス料を支払います。

4)「実現した光熱水費削減額」が「光熱水費削減保証額」を下回る場合の当該年度分のESCOサービス料は、「光熱水費削減保証額－実現した光熱水費削減額」をESCOサービス料から減じた額とします。この場合、差額は別途、市から指定管理者へ支払うものとします。
5)「光熱水費削減保証額－実現した光熱水費削減額」をESCOサービス料から減じた額が0又は負の場合となる場合は、当該年度のESCOサービス料は0円となることとします。また、その場合、事業者は「光熱水費削減保証額」からESCOサービス料を減じた額を市に追加で支払うものとします。この場合、ESCOサービス料相当額は別途、市から指定管理者へ支払うものとします。
6)事業者の申し出を受け、エネルギーベースラインの見直しに係る要件に該当することを本市が妥当と判断した場合は、上記の限りではありません。

7)支払いは、本市の通常の方法によるものとします。

8)ESCOサービス料及び支払いの保証と調整方法等の詳細については、優先交渉権者と協議のうえ、「ESCO契約書」で定めるものとします。

(2)ESCOサービス料の総支払額

ESCOサービス料の総支払額は、ESCO契約期間中の以下に示す元金相当費用と、金利及び事業者の利益を加えた額とします。なお､提案から契約までの期間中に､物価等について著しい変動が発生した場合には､本市と事業者が協議のうえ､額を見直すことができるものとします。

また、毎年支払われるESCOサービス料は、各年度にわたる均等払いとします。

1)元金相当費用

・詳細診断、設計を含む包括的エネルギー管理計画書の作成及びその関連業務にかかる費用

・省エネルギー改修工事及びその関連業務にかかる費用

・ESCO設備の維持管理にかかる費用

・計測・検証にかかる費用

・既存設備以外の新たに導入した設備に関する運転管理にかかる費用

・契約にかかる経費（印紙代は事業者負担とする。）

・租税

・その他、本ESCO事業に伴う経費（必要な調査費用等）

2)金利の算出方法

・金利は、優先交渉権者の提案によるものとします。

・固定金利で、商取引上妥当な値とします。

(3)光熱水費削減保証とエネルギーベースラインの調整方法

1)当該年度のエネルギーベースラインが、包括的エネルギー管理計画書に定めるエネルギーベースライン変動要因に当てはまる場合は、事業者の申し出を受け、当該申し出を本市が妥当と判断した場合に、エネルギーベースラインの調整を行い、改めて本市と事業者の協議のもと、削減保証額を見直すことができます。
2)エネルギーベースライン変動要因に基づいた見直しにより修正された削減額の算定については、事業者が合理的な根拠を示して資料の作成を行うこととします。また、エネルギーベースラインの調整は、別途計算方法等を示し、本市との協議により承諾を受けなければなりません。
(4)ESCOサービス料に係る債権の取り扱い

ESCOサービス料に係る債権は、譲渡または担保にすることができません。ただし、あらかじめ本市の承認を受けたときはこの限りではありません。

3.5運転及び維持管理に関する事項

(1)運転管理指針の提示について

事業者は、ESCO設備及び本市の既存設備の最適な「運転管理指針（案）」を提案し、本市及び指定管理者との協議で承諾された「運転管理指針」を作成するものとします。事業者、本市及び指定管理者は、善良なる管理者の注意義務をもって、その運転管理指針に則り、事業者、本市及び指定管理者が協力して運転管理を行うものとします。

なお、事業者は、既存設備に関する運転状況を本市の了解のもとに必要に応じて調査し、本市または指定管理者の運転管理が運転管理指針と著しく乖離している場合には、本市または指定管理者に対して適切な運転管理の提言を行うことができます。また、事業者は、より効果的な運転管理について、必要な助言を適宜行うことができます。

(2)ESCO設備の維持管理について

1)事業者は、本市にESCO設備の維持管理計画書を提出し、本市及び指定管理者の承諾した維持管理計画に基づいて、ESCO設備の必要な維持管理を、自らの負担で行うものとします。

2)事業者は、ESCO設備の維持管理状況について、毎年、本市に報告しなければなりません。本市は、維持管理が計画どおりでなく、もしくは不十分である時は、事業者に対して必要な措置を命ずる場合があります。

3)事業者は、ESCOサービス開始までの間についても、施設運営に支障がないように維持管理するものとし、この際の維持管理に係る経費は、事業者の負担とします。

(3)行政財産の使用許可手続について

事業者は、必要に応じてESCO設備等の設置に伴う行政財産の使用許可手続を行うものとします｡ただし、使用料の支払いは免除します。

(4)保険について

事業者は、ESCO設備について、本市が加入する社団法人全国市有物件災害共済会の「建物総合損害共済」以外に必要とするときは、自己の負担で保険に加入することとします。だたし、加入する種類、内容は本市と協議のうえ定めるものとします。

3.6計測・検証に関する事項

(1)事業者は、提案により示した省エネルギー率、光熱水費削減額及び光熱水費削減保証額が確実に守られていることを証明するための適切な計測・検証手法を本市に提示し、ESCO契約期間中において、ESCO設備の計測・検証を行うものとします。
(2)事業者は、計測・検証結果を毎年市及び指定管理者に報告し、本市及び指定管理者はそれを確認します。

(3)事業者による計測・検証の報告に疑義がある場合、本市または指定管理者は、第三者に依頼して計測・検証を行うことができるものとします。この結果が事業者によるものと著しく乖離する場合、その費用は、事業者が負担するものとします。
3.7包括的エネルギー管理計画書の作成

優先交渉権者は、詳細診断終了後、前記の3.2から3.6に示す内容を併せた包括的エネルギー管理計画書（最終提案書）を作成するものとします。ESCO提案書と包括的エネルギー管理計画書の内容が大きく乖離する場合は、次選交渉権者との契約交渉を開始することがあります。

4.事業の実施に関する事項

4.1誠実な業務遂行義務

(1)事業者は、包括的エネルギー管理計画書、募集要綱、配付資料及び契約書に基づく諸条件に沿って、誠実に業務を遂行しなければなりません。

(2)業務遂行にあたって疑義が生じた場合には、本市、指定管理者、ESCO事業者の三者で誠意をもって協議することとします。

4.2ESCO契約期間中の事業者と本市及び指定管理者の関わり

ESCO事業は、事業者の責により遂行され、本市及び指定管理者はESCO契約に定められた方法により、事業実施状況について確認を行います。

4.3本市と事業者との責任分担

(1)基本的考え方

ESCO提案が達成できないことによる損失は、原則として、事業者が負担しなければなりません。ただし、異常気象や運営状況の大幅な変動等、事業者の責に帰さない合理的な理由がある場合は、事業者が合理的な根拠を示した申し出を行うことにより、別途協議を行うことができます。

(2)予想されるリスクと責任分担

本市と事業者の責任分担は、原則として次表の｢予想されるリスクと責任分担｣によることとし、応募者は負担すべきリスクを想定したうえでESCO提案を行うものとします。指定管理者の管理・運営に起因するリスクは、ESCO契約上は本市に属すこととし、本市と指定管理者との協議により対応することとします。なお、分担表に該当しない事項が発生した場合には、別途協議を行うものとします。

(3)事業の継続が困難となった場合における措置

事業の継続が困難となった場合の措置については、ESCO契約書において定めるものとします。
表　予想されるリスクと責任分担

	リスクの種類
	リスクの内容
	負担者

	
	
	市
	事業者

	共通
	募集要綱の誤り
	募集要綱の記載事項に重大な誤りのあるもの
	○
	

	
	効果保証の未達
	ESCO提案の低減が達成できない場合
	
	○

	
	安全性の確保
	設計・建設・維持管理における安全性の確保
	
	○

	
	環境の保全
	設計・建設・維持管理における環境の保全
	
	○

	
	制度の変更
	消費税の変更
	○
	

	
	
	消費税以外の税に関するもの
	
	○

	
	事業の中止・延期
	本市の指示によるもの
	○
	

	
	
	周辺住民等の反対による事業の中止・延期
	○
	○

	
	
	施設建設に必要な許可等の取得遅延によるもの
	
	○

	
	
	本市の不注意等による建設許可等の遅延によるもの
	○
	

	
	
	事業者の事業放棄、破綻によるもの
	
	○

	計画・設計段階
	不可抗力
	天災等による設計変更・中止・延期
	○
	○

	
	物価の変動
	急激なインフレ・デフレ（設計費に対して影響のあるもののみを対象とする）
	○
	○

	
	設計変更
	本市の提示条件、指示の不備によるもの
	○
	

	
	
	事業者の指示・判断の不備によるもの
	
	○

	
	応募コスト
	応募コストの負担
	
	○

	
	資金調達
	必要な資金の確保に関すること
	
	○

	
	
	予定した補助金等が獲得できない場合
	○
	○

	建設段階
	第三者賠償
	調査・建設における第三者への損害賠償義務
	
	○

	
	不可抗力
	天災等による設計変更・中止・延期
	○
	○

	
	物価の変動
	急激なインフレ・デフレ（建設費に対して影響のあるもののみを対象とする）
	○
	○

	
	用地の確保
	設置場所の確保
	○
	

	
	立ち入り許可
	必要な施設への立ち入り許可
	○
	

	
	設計変更
	本市の提示条件、指示の不備によるもの
	○
	

	
	
	事業者の指示・判断の不備によるもの
	
	○

	
	工事遅延・未完工
	本市の責による工事遅延・未完工による引き渡しの延期
	○
	

	
	
	事業者の責による工事遅延・未完工による引き渡しの遅延
	
	○

	
	工事費増大
	本市の指示・承諾による工事費の増大
	○
	

	
	
	事業者の判断の不備によるもの
	
	○

	
	性能
	要求仕様不適合（施工不良を含む）
	
	○

	
	一時的損害
	引き渡し前に工事目的物に関して生じた損害
	
	○

	
	
	引き渡し前に工事に起因し施設に生じた損害
	
	○

	支払関連
	金利の変動
	金利の変動
	
	○

	
	支払遅延・不能
	本市の責による、支払の遅延・不能によるもの
	○
	

	
	
	計測・検証報告の遅延により支払いを留保する場合
	
	○

	
	
	省エネルギー保証行為の不履行
	
	○

	維持管理関連
	計画変更
	用途の変更等、本市の責による事業内容の変更
	○
	

	
	
	事業者が必要と考える計画変更
	
	○

	
	立ち入り許可
	合理的な事由に因らない場合であって、必要な施設への立ち入り許可がおりない場合の事業未遂行
	○
	

	
	維持管理費の上昇
	事業者の責による維持管理費用の増大
	
	○

	
	ESCO設備の損傷
	本市の過失または本市の施設に起因するESCO設備の損傷
	○
	

	
	
	事業者の故意・過失に起因するESCO設備の損傷
	
	○

	
	公共施設損傷
	事業者の故意・過失または、ESCO設備に起因する本市の施設・設備の損傷
	
	○

	
	
	不可抗力以外のその他の原因による本市の施設・設備の損傷
	○
	

	
	瑕疵担保
	ESCO設備に関する隠れた瑕疵の担保責任
	
	○

	
	不可抗力
	火災・天災・戦争などの不可抗力による本市の施設の損傷
	○
	

	
	
	火災・天災・戦争などの不可抗力によるESCO設備等の損傷
	○
	○

	計測・検証
	設備の不良
	ESCO設備が所定の性能を達成しない場合
	
	○

	
	計測・検証
	計測・検証報告への疑義
	
	○

	
	
	計測・検証に必要な本市からの情報提供の遅延・不能
	○
	

	
	光熱水費単価の変動
	光熱水費単価の変動
	○
	

	
	エネルギーベースラインの調整
	機器の使用状況、稼働率の顕著な変動や運転管理方法の顕著な変更
	○
	

	
	
	上記以外の変動要因の場合
	○
	○

	保証関連
	性能
	要求仕様不適合（施工不良を含む）
	
	○

	
	
	仕様不適合による施設・設備への損害、本市の施設運営・業務への障害
	
	○


5.契約に関する事項

5.1ESCO契約締結時期

平成25年8月（予定）

5.2契約の概要

募集要綱、包括的エネルギー管理計画書に基づき、随意契約が成立した場合に締結するものであり、事業者が遂行すべき設計、省エネルギー改修工事及び運転・維持管理に関する業務内容や省エネルギー保証量、支払方法等を定めるものとします。

また、本市と事業者の役割と責任及び遵守事項を明確化し、相互の確認事項や方法及び時期等について明記するものとします。

6.詳細設計及び工事施工に関して提出する書類並びに注意事項

優先交渉権者は、ESCO契約に先立って詳細設計を行い、包括的エネルギー管理計画書の一部として、以下の書類を本市に提出するものとします。なお、提出方法等の詳細については別途定めることとします。詳細設計にあたっては、「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）、（電気設備工事編）、（機械設備工事編）」、「公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）、（電気設備工事編）、（機械設備工事編）」（最新版・国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）の仕様と機能的に同等程度の設計を行うこととし、本市の担当者の承諾を受けなければなりません。また、これらの仕様書に記述のない施工については、本市の担当者が確認することを必要とします。

6.1詳細設計時

設計にあたっては、本市と十分に協議してください。

(1)設計書類
設計負荷計算書、工事内訳書、官公庁打合せ記録、その他必要な書類

(2)工事内訳書

工事内訳書は、工事費の費目とその内訳がわかる資料を市の指定する様式にて提出してください。

(3)図面

1)空調関係図：空調関係の提案がある場合のみ提出してください。

図面リスト、機器明細表、配管系統図、ダクト系統図、屋外配管図、機械室平面図・断面図、各階配管平面図、各階ダクト平面図、換気設備平面図、部分詳細図、機器詳細図、トレンチ断面図、中央監視関係図、自動制御結線図、制御回路図、制御機器表、盤結線図、その他必要な図面

2)衛生関係図：衛生関係の提案がある場合のみ提出してください。

図面リスト、屋外配管図、機器及び器具表、配管系統図、各階平面図、詳細図（便所他）、排水勾配図、桝断面図、給湯設備関連図、その他必要な図面

3)電気関係図：電気関係の提案がある場合のみ提出してください。

図面リスト、屋外配線図、自家発電室・変電室等単線結線図及び平面図、電灯・動力・弱電幹線系統図、盤結線図、電灯・動力・弱電幹線平面図、電灯・コンセント平面図、照明器具表（または姿図）、動力・弱電平面図、火災報知・防災関係図、その他必要な図面

4)建築関係図：建築関係の提案がある場合のみ提出してください。

図面リスト、案内図、配置図、仕上げ表、平面図、伏図、立面図、断面図、矩径図、各部詳細図、展開図、建具表、サイン計画図、外構図、日影図、構造図、その他必要な図面

5)その他、必要な図面

6)なお、(1)～(5)の図面の作成にあたっては、改修箇所を明示し、改修工事に必要な仮設図を添付してください。
6.2工事施工時

(1)工事施工は、承諾を受けた詳細設計図面に基づいて行い、施工監理にあたっては本市の工事担当者の指示を受け、指定管理者と協議して施設の運営管理に支障とならないよう留意した施工計画を作成し、本市の承諾を受けて施工するものとします。

(2)事業者は、建設業法に規定される工事監理者を設置し、工事監理を行うものとします。

(3)事業者は、工事ごとの「標準仕様書」（最新版・国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）及び「監理指針」（最新版・国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）に準じた適正な施工を行うものとします。

(4)本市は、定期的に事業者の工事施工、工事監理の状況の確認を求め、事業者は、この求めに誠実に応じるものとします。

(5)事業者は、本市が要請したときは、工事施工の事前説明及び事後報告を行うものとします。また、工事現場での施工状祝の確認を行うものとします。

(6)工事中の安全対策・施設管理者及び近隣住民との調整等は、事業者において十分に行うものとします。

(7)工事完成時には、施工記録を用意し、現場で本市の確認を受けるものとします。

(8)その他必要に応じて、各種許認可等の書類を作成し、その写しを本市に提出するものとします。
�居室の室内環境の改善は、全室を条件とはしませんが、改善する居室の数量、質を採点対象とします。


� A3としても構いませんが、A4サイズに織り込んでください。


� 本市有資格者名簿に登載されている場合は添付不要です。
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